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西条市中小企業等経営安定化支援事業費補助金  

【公募要領】 

 

 

 

【公募期間】 

令和４年７月４日（月）～ 令和４年１２月２３日（金）消印有効 

 

【注意事項】 

新型コロナウイルス感染症対策として、下記送付先に【   】での申請をお願いいたし

ます。 

窓口で受付できませんので、ご注意ください。 

募集期間中であっても、申請額が予算に達し次第募集を終了します。 

 

【申請書送付先】 

〒793-8601 西条市明屋敷 164 番地 

西条市産業振興課 企業立地・経営支援係 行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年６月 

西条市 

郵送 
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1 事業の目的 

西条市中小企業等経営安定化支援事業費補助金は、感染症対策及び省エネルギーのための設備導入や

新たな販路・市場の開拓などに取り組む中小企業等の支援を目的とするものです。 

2 補助対象事業者 

 補助対象事業者は、次の要件を満たす必要があります。 

 

補助対象事業者は、中小企業者、その他、市長が必要と認める法人であって、市内に本社若しくは事

業所を有していること。（個人事業主にあっては、市内に事業所を有していること） 

 

〇「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和 38年法律第 154 号）第 2条に規定する中小企業者又

はこれらの者が組織する団体若しくは中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第 2条第

6号から第 8号に規定する組合及び連合会を指します。 

中小企業基本法 中小企業等経営強化法 

●中小企業者（農林水産業者を含む） 

・株式会社 

・合同会社 

・合資会社 

・合名会社 

・有限会社 

・士業法人（弁護士、監査、税理士等） 

・個人事業主 

●中小企業者のうちの組合及び連合会 

・企業組合 

・協業組合 

・事業協同組合 

・事業協同小組合 

・商工組合 

・協同組合連合会 

・その他の特別の法律により組合及びその

連合会であって、政令で定める者（商店

街振興組合、水産加工業協同組合、生活

衛生協同組合等） 

※中小企業基本法に規定する中小企業者は、下表の資本金又は従業員数（常勤）のいずれかを満

たす必要があります。 

業 種 
以下のいずれかを満たすこと 

資本金総額又は出資総額 常時使用する従業員の数 

①製造業、建設業、運輸業、 

その他の業種（②～④を除く） 
3 億円以下 300 人以下 

②卸売業 1 億円以下 100 人以下 

③サービス業 5,000 万円以下 100 人以下 

④小売業 5,000 万円以下 50 人以下 

 

〇ただし、次のいずれかに該当する方は、対象外となります。 

(1) 次のいずれかに該当する中小企業者（みなし大企業） 

 ア 発行済株式の総数又は出資金額の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している中小企業 

イ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小企業 

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2分の1以上を占めている中小企業 
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(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条第5項に規定する性風俗関連特殊営業又

は当該営業に係る同条第13項に規定する接客業務受託営業を行う事業者 

(3) 西条市暴力団排除条例第2条第1号から第3号までに規定する暴力団、暴力団員又は暴力団員等 

(4) 政治活動又は宗教活動を目的とした事業を営む者 

(5) 国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 2条第 2項に規定する国家公務員一般職又は地方公務

員法（昭和 25年法律第 261 号）第 3条第 2項に規定する地方公務員一般職 

(6) 市税に滞納又は未申告がある者。ただし、納税義務者の責任ではない滞納については、この限り

でない。 

(7) 営業に関し必要な許認可等を取得していない者 

(8) 他に同種の補助を受けている者 

  ただし、国の「早期経営改善計画策定支援事業（通称 ポストコロナ持続的発展計画事業）」を活用

する場合の国補助金は、この限りでない。 

 (9) その他、市長が適当でないと認める者 

 

3 補助事業の概要 

各事業につき、1事業者 1回の申請を限度とします。 

（「専門家活用支援事業」については、対象事業いずれかの選択となります。） 

 事業名 対象事業 経費 補助率 限度額 

(1) 

感染症対策・省

エネ設備導入支

援事業 

感染症対策の強化及び省エ

ネ設備の導入を目的に取り

組む事業※１ 

換気等設備費、遮蔽物導入

費、感染防止対策費、省エ

ネ設備費、据付工事費 1/2 
上限 50 万円 

下限 10 万円 

(2) 
販路・市場開拓

支援事業 

新たな販路・市場を開拓す

るために取り組む事業 

展示会等出展費、旅費、輸

送費、ネットショッピング

出店費、委託費、調査費、

広告費、専門家謝金、専門

家旅費、その他 

1/2 
上限 50 万円 

下限 10 万円 

(3) 
専門家活用支援

事業 

経営安定促

進型 

経営安定化等

を目的に専門

家を活用する

事業※２ 

専門家謝金、専門家旅費、

その他 
1/2 

上限 20 万円 

下限 2 万円 

先駆的事業

加速型 

国実施の補助

金申請にあた

って専門家を

活用する事業

※３ 

専門家謝金、専門家旅費、

早期経営改善計画策定支

援謝金、その他 1/2 
上限 10 万円 

下限 2 万円 

 

 ※１ 「感染症対策・省エネ設備導入支援事業」の経費のうち換気設備費、遮蔽物導入費、感染防止対
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策費は対象が限定されます。「5補助対象経費」からご確認ください。 

※２ 資金繰り、事業承継、省エネ診断など経営安定化に向けた事業が補助対象となります。 

 ※３ 事業再構築補助金、ものづくり補助金、持続化補助金、IT 導入補助金、事業承継・引継ぎ補助

金、 早期経営改善計画策定支援事業の策定支援に要する経費が補助対象となります。 

・活用できる専門家は、金融機関、民間コンサルティング等の法人又は行政書士、公認会計士、税理士、

社会保険労務士、中小企業診断士等の士業となります。 

 ・国の「早期経営改善計画策定支援事業（通称 ポストコロナ持続的発展計画事業）」を活用する場合は、

以下の事項にご留意ください。 

① 中小企業活性化協議会（旧「経営改善支援センター」）への支援申込は、本補助事業の交付決定後

にご申請ください。 

 ※中小企業活性化協議会への支援申込をもって事業着手とみなします。 

② 補助対象経費は、認定支援機関による早期経営改善計画の策定（伴走支援等を除く）に要する 

経費のうち、国からの補助額を除いた自己負担の経費となります。 

 

※補助額については、1,000 円未満切り捨てとなります。 

 

4 補助対象事業の要件 

(1) 申請者が主体となり、策定された事業計画に基づき実施される事業であること。 

(2) 市内の事業所等を拠点として実施される事業であること。（設備を導入する場合は市内の拠点に 

設置すること。） 

(3) 令和 5 年 1 月 31 日までの事業期間であること。 

(4) 国、県、市、その他機関の委託、又は補助金を受けた事業計画でないこと。ただし、「早期経営改善

計画策定支援事業（通称 ポストコロナ持続的発展計画事業）」を活用する場合はこの限りでない。 

(5) 公序良俗、社会通念上、不適切であると判断される事業でないこと。 

(6) 関係法令に適合し、他の者の権利を侵害するような事業でないこと。 

(7) ノウハウや技術を売却する目的とした事業計画（事業）でないこと。 

(8) 原則、事業実施にあたっては交付決定を受けてからになりますが、早期に実施する必要がある場合、

申請書と同時に「事前着手届」を提出することにより、交付決定前に事業を着手することが可能となり

ます。ただし、事前着手届の提出により交付決定が担保されるわけではありませんのでご注意下さい。 

 

5 補助対象経費 

5－1 補助対象経費一覧 

 

(1) 感染症対策・省エネ設備導入支援事業 

①換気等設備費 

感染症対策を目的とした事業の遂行に必要な換気等の機能を有した以下に示す設備の購入及び設置 

に要する経費 

＜必要書類：見積書、カタログや仕様書等＞ 
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【換気等設備費：補助対象経費】 

補助対象経費 備考 

換気機能内蔵エアコン 
製造業者（メーカー）が公式に換気機能を示している機種のみ

補助対象です。 

空気清浄機機能内蔵エアコン  

扇風機（又はサーキュレーター） 換気のために導入し、主な機能が送風であることが必要です。 

加湿器 主たる機能が空間の加湿であることが必要です。 

CO2 濃度測定器 

次の仕様を満たす機器であることが必要です。 

・検知原理が光学式を用いたものであること。  

・補正用の機能が測定器に付帯していること。 

空気清浄機  

換気扇  

 

②遮蔽物導入費 

感染症対策を目的とした事業の遂行に必要な衛生対策を行うための以下に示す備品等の購入に要す 

る経費 

＜必要書類：見積書等＞ 

【遮蔽物導入費：補助対象経費】 

補助対象経費 備考 

アクリル板、パーテーション 

通気性がないものに限ります。 

パーテーションについては、アクリル板と同様の機能を有す

る、遮蔽を目的とした平面状の物に限ります。 

透明ビニールシート 

通気性がないものに限ります。 

透明ビニールカーテン、透明ビニールロールスクリーンも補助

対象です。 

 

③感染防止対策費 

感染症対策を目的とした事業の遂行に必要な以下に示す感染防止機器等の購入に要する経費 

＜必要書類：見積書、カタログや仕様書等＞ 

【感染防止対策費：補助対象経費】 

補助対象経費 備考 

自動センサー蛇口  

ふた付き洋式トイレ  

非接触体温計  

サーモカメラ  

消毒用タッチレスディスペンサー 足踏み式も補助対象です。 

マイク・スピーカー ３密（密閉・密集・密接）回避や大声による飛沫防止を目的と
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したものが対象です。 

 

④省エネ設備費 

省エネルギー化を目的とした設備の購入に要する経費 

＜必要書類：見積書、省エネ性能が明確に確認出来るカタログ等＞ 

・機械設備に限ります。 

・再生可能エネルギーの設置は、主たる目的が自家消費であり、発電した電気を全量売電していないこ

と。 

※別添誓約書の提出が必要になります。 

 

⑤据付工事費 

感染症対策・省エネ設備導入支援事業で導入する設備等の据付に要する経費 

＜必要書類：見積書、設置予定箇所の写真＞ 

・ 既存設備等の撤去・処分に要する経費は補助対象外となります。 

 

(2) 販路・市場開拓支援事業（新たな販路・市場を開拓するために取り組む事業） 

①調査費 

事業の遂行に必要な調査・分析を他の事業者に外注するための経費 

＜必要書類：見積書＞ 

 

②専門家謝金 

事業遂行に必要な指導・助言を受けるために依頼した専門家等への謝礼として支払われる経費 

＜必要書類：見積書＞ 

 

③専門家旅費 

 事業の遂行に必要な指導・助言等を依頼した専門家等に支払われる旅費 

＜必要書類：見積書（見積書の提出が難しい場合は、概算で構いません）＞ 

 

④旅費 

国外市場の調査・開拓及び国内外で開催される展示会に参加するための経費 

＜必要書類：見積書（見積書の提出が難しい場合は、概算で構いません）＞ 

・ タクシー代、ガソリン代、高速道路通行料、レンタカー代等といった公共交通機関以外の利用による 

旅費は補助対象となりません。ただし、発着場所の証明などにより、補助事業のみで使用されたことが 

分かる場合は、補助の対象となります。 

・ グリーン車、ビジネスクラス等の特別に付加された料金は補助対象外となります。 

・ 通常の営業活動に要する経費とみなされる場合は対象外となります。 

・ 海外旅費の計上にあたり外国語で記載の証拠書類を実績報告時に提出する場合には、当該書類の記載 

内容を日本語で要約・説明する書類もあわせてご提出ください。（実績報告の際に提出する証拠書類の 
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翻訳費用は補助対象外です。） 

 

⑤展示会等出展費 

 展示会及び商談会に出展するための経費 

＜必要書類：見積書、展示会の開催日等の概要が分かる資料＞ 

・ 市により出展料の一部が補助される場合は、補助対象外です。 

⑥輸送費 

 事業の遂行に必要な運搬料、宅配料、郵送料等に要する経費 

＜必要書類：見積書（見積書の提出が難しい場合は、概算で構いません）＞ 

 

⑦委託費 

 事業遂行に必要な業務の一部を第三者に委託（委任）するために支払われる経費 

＜必要書類：見積書＞ 

 

⑧広告費 

新たな販路・市場を開拓するためのパンフレット・ポスター・チラシ等の作成及び広報媒体等を活用

するために支払われる経費 

＜必要書類：見積書＞ 

 

⑨ネットショッピング出店費 

 ネットショッピング出店に要する手数料等 

＜必要書類：見積書＞ 

 

(3) 専門家活用支援事業 

①専門家謝金 

事業遂行に必要な指導・助言を受けるために依頼した専門家等への謝礼として支払われる経費 

＜必要書類：見積書＞ 

 

②専門家旅費 

 事業の遂行に必要な指導・助言等を依頼した専門家等に支払われる旅費 

＜必要書類：見積書（見積書の提出が難しい場合は、概算で構いません）＞ 

 

③早期経営改善計画策定支援謝金 

 早期経営改善計画策定支援事業（通称 ポストコロナ持続的発展計画事業）に基づく認定支援機関に

よる早期経営改善計画の策定（伴走支援等を除く）に要する経費のうち、国からの補助額を除いた自

己負担の経費 

＜必要書類：見積書＞ 
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5－2 補助対象外経費 

(1) 補助事業に使用しない物品の購入、業務委託等（完了時点で未使用の購入原材料等を含む） 

(2) 見積書、領収書等の帳票類に不備がある場合 

(3) 他の取引と相殺して支払いが行われている場合 

(4) 現金又は銀行振込以外の方法（手形、小切手等）により支払いが行われている場合 

(5) 事業計画に記載されておらず、直接関係があると認められない、通常の取引と混同（合算）し 

て支払いが行われている経費 

(6) 補助対象経費にかかる消費税及び地方消費税、振込・代引手数料、印紙代、通信費等の間接経費 

(7) 自社製品・自社販売品を自社・他社から購入・リースした場合 

(8) 中古で購入したもの 

(9) 外注・委託費における外注の再委託、外注・委託先の資産となるもの 

(10) 補助対象事業の実施に必要となる間接的な経費（環境整備に要する経費等） 

(11) 車両や PC、タブレット、TV等汎用性が高く、申請を行う事業以外で活用ができるもの 

(12) 団体申請における団体内での企業間取引に要する経費 

(13) 役員の重複又は資本関係にある企業間の取引に要する経費 

 

5－3 補助対象経費における注意事項 

(1) 事業計画を実施するための契約期間が補助対象期間内であること。 

(2) 補助対象期間内に契約、取得、現金又は銀行振込等による支払いが完了すること。口座振替による支

払いの場合、クレジットカードでの支払いについては、カード名義が補助事業者と同一である場合のみ

対象とすることとし、本人口座からの引落としが補助対象期間内に完了していること。 

(3) 申請時には、経費の内訳を証する書類（見積書）を、実績報告書提出時には、支払いを証する書類

（請求書、領収書等）が提出可能であること。 

(4) 財産取得となる場合は所有権が申請者に帰属すること。 

(5) 事業計画の実施において、資機材等を調達するにあたり、役員の重複又は資本関係の無い企業 

から調達すること。 

(6) 事業計画に記載された設備等を取得すること。 

(7)工事を伴う事業については設置予定箇所の写真の提出をすること。 

(8)見積書は経費の内訳が分かるものを提出すること。 

(9)市内の事業所等での使用が条件となります。 

(10)機械設備等を商品として販売・賃貸する補助事業者が行う当該機械設備等の購入・仕入れに関する経

費は補助対象外です。（デモ品、見本品とする場合でも不可） 

 

 

6 応募・申請手続きの流れ 

6－1 応募について 

応募期間：令和 4年 7月 4日（月）～令和 4年 12月 23 日（金）消印有効 
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6－2 申請件数 

各事業メニューにつき、1事業者 1回の申請を限度とします。 

6－3 事業スキーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

6－4申請書類 

(1) 交付申請書（様式第 1号） 

(2) 宣誓書兼委任状（様式第 2号） 

(3) 事業計画書（様式第 3号） 

(4) 事前着手届（様式第 4号）※交付決定前に事業に着手する場合 

(5) 見積書等 ※5補助対象経費の各項目に記載する必要書類 

(6) 直近１期分の決算書等 

①法人の場合 
ア 貸借対照表 

イ 損益計算書（製造原価報告書、販売費及び一般管理費を含む） 

※決算期を一度以上迎えているが決算が未確定等の理由により、損益計算書が無い場合は、確定申告書

（別表１（収受日付印のある用紙）及び別表４（簡易様式））を提出してください。 

確定申告を e-Tax により、電子申告した場合は、「メール詳細（受信通知）」を印刷したものを併せて提

出してください。 

②個人の場合 

ア 税務署の収受日付印のある直近の「確定申告書」（第一表・第二表） 

イ 所得税青色決算書１～４面全て（白色申告の場合は、収支内訳書１～２面

で可） 

※確定申告を e-Tax により、電子申告した場合は、「メール詳細（受信通知）」を印刷したものを併せて

提出してください。 

 ※収受印がない場合、税務署が発行する納税証明書（その２：所得金額の証明書）を併せて提出してく

ださい。（コピー不可） 

 (7) 補助対象事業者の要件において、決算期を一度も迎えていない場合は次の書類が必要となります。 

①法人の場合 
ア 履歴事項全部証明書の写し 

イ 月別事業収入（売上）表等 

②個人の場合 
ア 開業届の写し 

イ 月別事業収入（売上）表等 

西条市 中小企業者等 

①公募 

②交付申請 

④交付（決定・却下）通知 

③審査・採択  ⑦検査 ⑤事業実施 

⑥実績報告（R5.1.31 まで） 

⑧確定通知 

⑨補助金の請求 

⑩補助金の交付 
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※開業届については、申請時に開業していることが分かる税務署の収受印のあ

るものを提出してください。e-Tax で提出した場合はメール詳細（受信通知）と

ともに提出してください。 

 

6－5 申請書類の提出方法 

郵送での申請をお願いいたします。 

送付先 

〒793-8601 西条市明屋敷 164 番地 

西条市産業振興課  

企業立地・経営支援係 行 

 

6－6 申請書類の提出期限 

申請書類等の提出期限 令和 4年 12 月 23 日（金）消印有効 

※募集期間中であっても、申請額が予算に達し次第募集を終了します。 

 

6－7 申請書類の入手方法 

申請書の様式は、次のＵＲＬ（市ＨＰ）よりダウンロード（Excel/PDF）できます。 

【URL】https://www.city.saijo.ehime.jp/soshiki/sangyoshinko/keieianteikahojokin.html 

※ダウンロードが困難な場合は、お問い合わせください。 

 

6－8 交付決定・却下及び補助事業の変更・中止・廃止 

(1) 申請受理後、書面により、その内容を審査します。また必要に応じて、ヒアリングを行うことがあ

ります。 

(2) 審査後、応募者全員に対して、速やかに「決定・却下」についての結果を文書にて通知します。 

(3) 交付決定後、補助事業の内容等を変更、中止又は廃止をしようとするときは、事前に変更承認の申

請手続きが必要です。ただし、軽微な変更（補助事業に要する経費の 20％を超えない変更および補助

金の交付目的に反しない事業内容の変更）は除きます。 

(4) 補助内容を変更する場合は、交付決定を受けた額が限度額となります。 

6－9 実績報告書の提出 

補助対象事業の完了後、適切な期間内に実績報告書及び次の書類を提出する必要があります。また、

必要に応じてヒアリングにより、検査等を行い、補助事業が完了したことを確認した上で、補助金を交

付します。 なお、実績報告に関しては、補助事業の手引きをご覧ください。 

(1) 実績報告書（様式第 8号） 

(2) 実施内容報告書（様式第 9号） 

(3) 経費明細表（様式第 10 号） 

(4) 成果物の仕様書及び図面、写真等 

(5) 請求書、支払済であることを証する書類の写し（領収書等） 

※銀行振り込みの場合は、実際の振込日以前に発行された「振込指定一覧」等は、振込の指定や依頼を

した記録であって「振込済みであることが確認できる資料」には該当しません。 

https://www.city.saijo.ehime.jp/soshiki/sangyoshinko/keieianteikahojokin.html
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(6) その他市長が必要と認める書類 

 

6－10 交付決定の取り消し及び交付した補助金の返還 

次のいずれかに該当した場合は、補助金交付決定の全部又は一部を取り消すことがあり、取り消し 

た時点で、既に補助金が交付されている場合は、期限を定めて補助金を返還していただきます。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき、又は受けようとしたとき 

(2) 補助金交付前に申請者の要件・事業計画の要件を満たさなくなったとき 

(3) 実績報告書を期日までに適正に提出しなかったとき 

(4) 同一事業において、国、県、市、その他の補助金を受けたことが明らかになったとき 

ただし、国の「早期経営改善計画策定支援事業（通称 ポストコロナ持続的発展計画事業）」を活用する

場合の国補助金は、この限りでない。 

(5) 50 万円（税抜）以上の設備を耐用年数期間内に処分したとき 

(6) その他補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令等に違反したとき 

 

7 補助金交付後の注意点 

7－1 取得財産の管理 

補助事業により導入した設備等のうち、取得価格又は効用の増加価格が、単価 50 万円（税抜）以上の機

械・器具・備品・その他の財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省

令第 15 号）及び補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（昭和 53 年通商産

業省告示第 360 号）に基づき耐用年数等の期間が定められているものについては、その期間中、適正な管

理が必要となります。 

 

7－2取得財産の処分  

取得財産のうち、単価 50 万円（税抜）以上の機械等の財産又は効用の増加した財産（処分制限財産）

は、処分制限期間内に取得財産を処分（①補助金の交付の目的に反する移設、使用、譲渡、交換、貸付け、

②担保に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前にその承認を受けなければなりません。ただし、

取得財産を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれるときは、交付した補助金した額の全

部又は一部を返還していただく場合があります。 

なお、承認を得ずに処分を行うと、交付要綱違反により補助金交付取消、返還命令の対象となりますの

で、事業実施にあたっては十分御留意ください。 

 

【お問い合わせ先】 

〒793-8601 西条市明屋敷 164 番地 

西条市産業振興課  

企業立地・経営支援係 行 

電話 0897-52-1407 FAX  0897-52-1386 

 


